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令和９年度以降の定数管理の考え方について 

 

 

１ 令和９年度以降の定数管理の考え方について 

（１）今後の定数管理において勘案すべき事項について 

区は、中野区職員定数条例の範囲内で職員総数及び人件費を管理統制する考え方

の下、児童相談所、区立保育園及び生活保護業務の体制強化など、増大する行政需

要と政策課題に対応しながらも、ＤＸ推進や委託化などにより職員数の増加を抑制

し、適正な定数管理に努めてきた。 

一方で、近年の定数管理を取り巻く環境は新たな局面を迎えており、今後も区民

サービスを安定的に提供し続けていくためには、以下の視点を勘案した組織体制を

構築する必要があり、定数管理の考え方を見直す必要が生じている。 

ア 職員構成の変化 

行政経験が少ない職員が増加する中にあっても専門性を蓄積・継承し、行政サ

ービスを安定的に提供するとともに行政需要への着実な対応が必要である。 

イ 職員の働き方の変化 

職員の多様な働き方を推進しつつ、長時間労働の是正など、職員一人ひとりが

心身ともに健康で働き続けられる職員体制の構築が必要である。 

ウ 労働市場の変化 

労働市場が大きく変化し、有為な人材の確保や定着が一層困難になる中、就職

先として選ばれ、勤務先として選ばれ続ける職場環境の構築が必要である。 

エ 職員体制の効率化 

人口に対する職員数及び財政負担は、他の特別区と比較すると効率的な水準に

ある。一方で、当面は区の人口の増加が見込まれており、拡大する行政需要への

着実な対応についても留意するなど、中長期的な視点で行財政の持続可能性を考

慮しながら、適正かつ効率的な職員体制の維持が必要である。 



 

（２）中野区職員定数管理計画の見直しについて 

近年の著しい環境変化を踏まえて、中野区職員定数管理計画については別添のと

おり見直しを行うこととした。 

ア 目的と位置づけ 

中野区職員定数管理計画は、基本構想で描く目指すまちの姿「つながる はじ

まる なかの」の実現に向けて基本計画を着実に推進し、将来にわたって良質な

行政サービスを安定的に提供するために必要な定数管理の考え方を示すもので

あり、適正な職員体制の確保と持続可能な区政運営の実現を図る。 

イ 計画期間 

令和９年度から令和１８年度までの１０年間とする。 

ただし、本計画に影響を与える変化が生じた場合は、必要に応じて見直しを行

う。 

ウ 定数管理の目標 

現在の職員数を基礎として、本計画の計画期間における職員数の変動要因を加

味したうえで、中野区職員定数条例で定める定数の上限を２，２５０人として、

その範囲内において職員数の適正管理を行う。 

エ 中野区職員定数管理計画（案） 

別添のとおり 

 

２ 今後の予定 

令和８年１１月     中野区職員定数管理計画の策定 

第４回定例会  中野区職員定数条例の改正に係る議案を提出 



１ 目的と位置づけ ２

２ 現状と課題 ３

３ 定数管理の考え方 ８

中野区職員定数管理計画
(案 )

令和 9 ( 2 0 2 7 )年度  令和 1 8 ( 2 0 3 6 )年度



中野区職員定数管理計画  2 0 2 7 2 0 3 6

１ 目的と位置づけ ２ 現状と課題 ３ 定数管理の考え方

2

目的と位置づけ

地方公共団体は、「最少の経費で最大の効

果」や「組織及び運営の合理化」といった地方

自治運営の基本原則を前提としながら、住民福

祉の向上を実現することが求められています。

中野区職員定数管理計画（以下「本計画」と

いいます。）は、基本構想で描く目指すまちの

姿「つながる はじまる なかの」の実現に向け

て基本計画を着実に推進し、将来にわたって良

質な行政サービスを安定的に提供するために必

要な定数管理の考え方を示すものであり、適正

な職員体制の確保と持続可能な区政運営の実現

を図ります。

なお、本計画は、中野区職員定数管理計画

（令和４年度から同１３年度まで）の策定以後

に生じた状況の変化を踏まえて見直しを行い、

令和９年度から同１８年度までの１０年間を計

画期間として新たに策定するものです。

定数管理とは

地方自治法第１７２条第３項に基づき、職員の定数は条例で定めることとされており、中野区では「中野区職員定数条例」（以下「職員定数条例」といいます。）に

より職員の定数を定めています。定数管理に関しては、「各地方公共団体においては、行政の合理化、能率化を図るとともに、行政課題に的確に対応できるよう、地

域の実情を踏まえつつ、適正な定員管理の推進に取り組むこと。」（総務省）とされています。

中野区基本計画
令和８～１２年度

第６章｜区政運営の基本方針 １(２)組織運営

①チャレンジし続ける風通しのよい組織の構築

②職員一人ひとりが成長と活躍を実感できる人財マネジメント

中野区
人材育成総合プラン

中野区
人材育成基本方針

関連

中野区職員

定数管理計画

計画期間 令和９年度～令和１８年度

● 本計画に影響を与える変化が生じた場合は、必要に応じて

見直しを行います。

● 毎年度の採用者数・退職者数・部門別職員数等について、

「人事行政の運営等の状況の公表」で公表します。

人事施策[確保・育成・定着]の一体的な取組

中野区基本構想
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１ 目的と位置づけ ２ 現状と課題 ３ 定数管理の考え方

定数管理の経過

中野区の職員数は、平成６年度に最高となる

３，４５７人に達した後、民間活力の活用や事

務事業の見直しなどによる職員数の削減に努め、

平成２６年度には中野区職員定数条例上の職員

２，０００人体制を実現しました。

令和４年度には「中野区職員定数管理計画」

を策定し、同計画に基づき一定の範囲内で職員

総数及び人件費を管理統制する考え方の下、現

在に至るまで適正な定数管理に努めてきました。

3

1500

2000

2500

3000

3500

H6 H8 H10 H12 H14 H16 H18 H20 H22 H24 H26 H28 H30 R2 R4 R6 R8

1988 2042 2033 2023 2025

115
131 169 165 209

2103
2173 2202 2188 2234

R4 R5 R6 R7 R8

現員数(人) [常勤職員数(①＋②)]

職員定数条例除外職員数（人）[②]

 ※育児休業・病気休職の期間などについて、

 中野区職員定数条例に基づき、職員定数条例上の職員数から除外。

職員定数条例上の職員数（人）[①]

 令和４年度策定「中野区職員定数管理計画」の

 目標（２，１００人）の範囲内で推移しています。

職員数[現員数] (人、各年度4月1日現在)
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１ 目的と位置づけ ２ 現状と課題 ３ 定数管理の考え方

職員構成の変化

[参考] 定年の引き上げ

定年 60歳 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13∼

4

0

30

60

90

120

∼20 23 26 29 32 35 38 41 44 47 50 53 56 59 62 65

人
数(

人)

R8.4.1

年
齢(

歳)

H28.4.1

年齢構成

事務
1031人
(52%)

福祉
463人(23%)

技術
179人(9%)

医療
85人(4%)

技能
238人
(12%)

平成28年度

1996人

事務
1230人
(55%)

福祉
530人(24%)

技術
239人(11%)

医療
102人(4%)

技能
133人
(6%)

令和8年度

2234人

職種別構成

20.7

14.2

H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

平均在職年数(年)

※再任用職員除く各年度4月1日現在

219 225 283 306 383 448 469

296 324
339 352

377
386

593

515 549
622 658

760
834

1062

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

専門職 補助職

[参考] 会計年度任用職員数

(人、各年度4月1日現在)

131

152

105 111
93

103
86

80
91

61

R4 R5 R6 R7 R8

再任用フルタイム

再任用短時間
(定年前再任用短時間を含む)

[参考] 再任用職員数

(人、各年度4月1日現在)

職員の年齢構成が大きく変化しており、３０

代以下が５４％を占め、４０代から５０代前半

が少なく、平均在職年数が低下しています。

職種別では、１０年前と比較すると、事務や

技術の職員数が大きく増加しています。

また、地方公務員法の改正に伴い、令和１３

年度まで定年が段階的に引き上げられています。

再任用職員は減少し、６０歳以上の常勤職員が

増加しています。

ポイント

行政経験が少ない職員が増加する中に

あっても専門性を蓄積・継承し、行政

サービスを安定的に提供するとともに

行政需要に着実に対応していきます。

※ 事務：事務系、福祉：福祉系、技術：一般技術系、
 医療：医療技術系、技能：技能系
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１ 目的と位置づけ ２ 現状と課題 ３ 定数管理の考え方

職員の働き方の変化

5

6

7

8

9

320万

340万

360万

380万

H26(2014) R元(2019) R6(2024) R7(2025)

年間総労働時間(左軸)

１人１日あたり総労働時間(右軸)

総労働時間(時間)

0

20

40

60

H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

病気休職者数(人)育児休業

0%

25%

50%

75%

100%

0

30

60

90

120

H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

女性 男性 

女性 男性

取得者数(人/左軸)

取得率(％/右軸)

0

50

100

150

200

H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

超過勤務年間360時間超の人数(人)

6.8 8.3

13.6 

15.8 

H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

1人あたり超過勤務時間(時間/月)

年次有給休暇取得日数(日)

年次有給休暇と超過勤務働き方に関する職員の意識が変化しており、

年次有給休暇や育児休業など休暇休業の取得が

着実に進んでいます。育児休業取得率は、令和

７年度に女性１００％、男性９３．３％であり、

代替職員の安定的な確保が課題となっています。

また、休暇休業の取得促進などにより、職員

全体の年間総労働時間が令和７年度減少に転じ

た一方で、超過勤務が年間３６０時間を超える

長時間労働者が増加傾向にあり、業務負荷が一

部の職場・職員に集中する傾向が進んでいます。

ポイント

職員の多様な働き方を推進しつつ、長

時間労働の是正など、職員一人ひとり

が心身ともに健康で働き続けられる職

員体制を構築していきます。

※ 年間総労働時間：職員数×7.75時間×平日数＋時間外勤務－休暇・休業
※ １人１日あたり総労働時間：①／平日数／職員数

※ 中野区特定事業主行動計画実績状況から作成
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１ 目的と位置づけ ２ 現状と課題 ３ 定数管理の考え方

労働市場の変化

6

6.6

2.5

H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8
0

20

40

60

H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

人材獲得競争の激化に伴い、職員採用試験の

倍率は低下傾向にあり、特に技術職など専門職

でその傾向が顕著になっています。

また、人材の流動化に伴い、民間事業者や他

自治体への転職による若手職員の離職など、自

己都合退職者数が近年大幅に増加しています。

他自治体との比較では、特に年齢構成の中で

も若手職員の割合が高く、普通退職者数が増加

傾向にあります。

特別区職員[Ⅰ類事務]採用試験倍率(倍) 自己都合等退職の人数(人)

年齢構成(一般行政職) 普通退職者数(人)(一般行政職、60歳未満)

ポイント

労働市場が大きく変化し、有為な人材

の確保や定着が一層困難になる中、就

職先として選ばれ、勤務先として選ば

れ続ける職場環境を構築していきます。
0%

4%

8%

12%

16%

20%

∼19 20∼
23

24∼
27

28∼
31

32∼
35

36∼
39

40∼
43

44∼
47

48∼
51

52∼
55

56∼
59

60∼

全地方公共団体

特別区全体

中野区

※ 令和4～6年度地方公務員の退職状況等調査結果から作成。
※ 合計：都道府県、指定都市、市・特別区(指定都市除く)、

 町村、一部事務組合及び広域連合。

※ 令和7年4月1日現在。
 令和7年地方公務員給与実態調査結果から作成。

[参考] 他自治体比較

10

24 24

R4 R5 R6

中野区

5814
7043

7791

R4 R5 R6

市・特別区
(指定都市除く)

12215
14222

15660

R4 R5 R6

合計※
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１ 目的と位置づけ ２ 現状と課題 ３ 定数管理の考え方

職員体制の効率化

7

職員１人あたりの人口(人、令和7年4月1日現在)

0

5

10

15

20

0億

100億

200億

300億

400億

H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

人件費額(中野区) 人件費比率(中野区)

人件費比率(23区平均)

人件費額(円/左軸)・人件費比率(％/右軸)

0

5

10

15

20

25

0億

100億

200億

300億

400億

H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

物件費額(中野区) 物件費比率(中野区)

物件費比率(23区平均)

物件費額(円/左軸)・物件費比率(％/右軸)

0万

25万

50万

75万

100万

50

100

150

200

千
代
田

文
京

※

中
央

台
東

渋
谷

港

※

新
宿

荒
川

※

北豊
島

※

目
黒

葛
飾

※

品
川

※

墨
田

板
橋

※

杉
並

中
野

※

世
田
谷※

練
馬

大
田

江
戸
川※

足
立

江
東

職員１人あたりの人口(左軸)

職員１人あたりの人口23区平均(左軸)

住民基本台帳人口(右軸)

※ 児童相談所設置区

職員１人あたりの人口は、特別区全体の平均

と比較して多く、人件費比率や物件費比率は、

特別区全体の平均を下回る水準で推移しており、

人口に対する職員数及び財政負担は、他の特別

区と比較すると効率的な水準にあります。

一方で、本計画期間中は区の人口の増加が見

込まれており、区有施設の更新や区内各地区の

まちづくりの推進、生活保護業務・児童相談所

の運営、災害や感染症などの危機管理対応など、

拡大する行政需要への着実な対応についても留

意する必要があります。

※ 人件費比率：人件費[職員給与費など]／普通会計 ※ 物件費比率：物件費[委託料、役務費、需用費など]／普通会計

ポイント

中長期的な視点で行財政の持続可能性

を考慮しながら、適正かつ効率的な職

員体制を維持していきます。

27万

29万

31万

33万

35万

37万

S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 R2 R8 R12 R17 R22 R27 R32

※ R8までは住民基本台帳人口(各年度1月1日現在)
 R12以降は将来人口推計(出典：中野区基本計画)

区の人口(人)

職員１人あたりの人口：住民基本台帳人口／職員定数条例上の職員数
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１ 目的と位置づけ ２ 現状と課題 ３ 定数管理の考え方

定数管理の基本方針

将来にわたって行政サービスを確実に提供し、新たな行政需要に対

しても的確に対応していくため、職員定数条例上の職員数の範囲内で、

職員総数及び人件費を管理・統制しながら必要な職員数を確保し、弾

力的かつ冗長性のある職員配置と安定した組織体制を整備します。

8

基本方針 定数管理の目標

現在の職員数を基礎として、本計画の計画期間（令和９年度から令

和１８年度まで）における職員数の変動要因を加味したうえで、職員

定数条例で定める定数の上限を２，２５０人として、その範囲内にお

いて職員数の適正管理を行います。

対象職員

❶対象  ・常勤職員

 ・再任用職員[フルタイム]

 ・任期付職員[フルタイム]

※職員定数条例上の職員数は、

派遣、休職、育児休業等の

職員を除く。

❷対象外 上記❶以外の職員

 再任用職員[短時間]、任期付職員[短時間]、会計年度任用職員など

弾力性・冗長性とは (本計画における考え方)

 弾力性（フレキシビリティ）

新たな行政需要への対応、災害や感染症などの危機管理対応、育児休業取得

に伴う代替配置など、環境変化に対して職員配置を柔軟に変化すること。

 冗長性（リダンダンシ－）

通常と異なる状況が生じた場合であっても、組織全体として機能が維持でき

るよう職員配置に余力を持ち、組織運営の安定性を高めること。

課題

職員構成の変化

職員の働き方の変化

労働市場の変化

職員体制の効率化

目指す姿

持続可能な区政運営

適正な職員体制の確保

定数管理
の

基本方針

弾力的かつ冗長性のある職員配置によって、自然災害の激甚化、新興感

染症の感染拡大、職員の働き方の多様化など、区を取り巻く著しい環境

変化への対応力を高め、しなやかな組織を目指していきます。

弾力性 冗長性
しなやかな組織へ
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人的資本経営

人材を「資本」として捉え、その価値を最大限に引き出すことで、中長期的な企業価値向上につなげる経営のあり方。[経済産業省]

定数管理の基本方針

種別 指標名 基準値 目安

職員体制
の効率性

職員１人あたりの人口 169人
(R7実績)

23区平均値
以上

人件費比率 11.9％
(R6決算)

23区平均値
以下

人口１人あたりの人件費 64,650円
(R6決算)

23区平均値
以下

職員の
働き方

職員のエンゲージメント
[働きやすい職場と感じる職員の割合]

67％
(R7実績)

基準値以上
※1

年次有給休暇を付与日数の
７５％以上取得した職員の割合

67.5％
(R7実績、採用1・
2年目職員除く)

基準値以上
※2

超過勤務時間１人１か月平均 8.3時間
(R7実績)

基準値以下
※3

[参考] 中野区人材育成総合プランでは、令和12年度末の目標値として以下のとおり定めています。

※1：77%、※2：100%、※3：6時間未満

参考指標

職員定数の管理・統制が、職員の超過勤務時間の増加や年次有給休

暇取得率の低下につながらないよう、本計画の有効性を確認する目安

として参考指標を設定します。

定数需要の考え方

人的資本経営の推進
[職員の多様な働き方に

合わせた職員配置]

行政需要への対応
[業務量に応じた職員配置]

基本計画の着実な推進を図り、複

雑・多様化する行政課題に対応し

ます。施策の優先順位を見極めた

上で、優先順位の高い施策に対し

ては重点的に体制の強化を図りま

す。また、災害や感染症対応など

の緊急業務に対して機動的に対応

するための職員配置を検討します。

（職員数の主な変動要因）

  区有施設の更新

  区内各地区のまちづくりの推進

  すこやか福祉センターの新設

  生活保護業務・児童相談所の運営

区の重要な人的資本である職員一

人ひとりのエンゲージメント（や

りがい、貢献意欲）の向上を通じ

た組織力の向上を図るため、ワー

ク・ライフ・バランスに配慮した

働きやすい職場環境を整備し、就

職先として選ばれ、勤務先として

選ばれ続ける職場を目指します。

（職員数の主な変動要因）

  常勤加配の実施

職員の育児休業などに対する常勤

職員の代替配置を実施し、段階的

に拡充を図ります。
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計画期間中の職員数の推計

職種ごとの定数の考え方

事務系

既存業務の増加や新たな行政需要への対応、優先順位

の高い業務への配分・増員が見込まれる一方で、デジ

タル技術の活用による業務の効率化を進めます。

福祉系

児童相談所における虐待相談対応件数による加算、生

活保護受給世帯数に応じたケースワーカーの配置、す

こやか福祉センターの新設などにより、福祉職・心理

職の増員を見込みます。

一般技術系

学校等大規模施設の改築や大規模改修、まちづくりの

進展により、土木職・建築職について一時的な業務量

の増加が見込まれ、事業の進捗状況に応じた柔軟な定

数管理を行います。

医療技術系

保健師については、すこやか福祉センターの新設や機

能の強化を見据え、中長期的な人材育成の観点も考慮

した採用・配置を行います。

技能系

業務委託の推進により退職不補充を原則としますが、

清掃事業については、安定的な運営確保の必要性等か

ら、一定規模の直営を維持するための人員を確保して

いきます。

10

R8
[2026]

R9
[2027]

R10
[2028]

R11
[2029]

R12
[2030]

R13
[2031]

R14
[2032]

R15
[2033]

R16
[2034]

R17
[2035]

R18
[2036]

職員定数条例
上の職員数 ①

2025 2071 2111 2126 2138 2148 2173 2191 2204 2215 2220

職員定数条例
除外職員数 ②

209 214 220 226 230 232 218 208 200 194 190

現員数 ①+② 2234 2285 2331 2352 2368 2380 2391 2399 2404 2409 2410

[参考]
新規採用者数

138 160 138 133 113 118 113 116 107 103 97

[参考]
退職者数

109 92 112 97 106 102 108 102 98 96 91

2025 2071 2111 2126 2138 2148 2173 2191 2204 2215 2220

209
214

220 226 230 232 218 208 200 194 1902234
2285

2331 2352 2368 2380 2391 2399 2404 2409 2410

※単位は人。各年度４月１日時点の推計（令和８年度の①②は実績値）。退職者数は再任用終了を含む。



中野区職員定数管理計画  2 0 2 7 2 0 3 6

１ 目的と位置づけ ２ 現状と課題 ３ 定数管理の考え方

適正管理に資する取組

11

専門性の強化

採用試験における経

験者採用を引き続き

活用し、民間事業者

の経験など多様な知

見を組織運営に活か

していきます。専門

人材の採用を計画的

に行うほか、専門能

力を高める人材育成

を行います。

外部化・ＤＸ
の推進

民間活力の活用を進

めるとともに、ＤＸ

（デジタル・トラン

ス フ ォ ー メ ー シ ョ

ン）の推進による業

務効率化、行政手続

きのオンライン化の

強化やＡＩ・ＲＰＡ

の導入を行います。

組織の効率化

区の組織は、新たな

行政課題への対応な

どにあわせて柔軟に

見直すとともに、組

織の大括り化など規

模の適正化を図り、

繁閑に応じた柔軟な

対応ができるよう簡

素かつ効率的な組織

としていきます。

会計年度任用職員
の活用

区 民 サ ー ビ ス の 維

持・向上と効率的な

行政運営を図るため

に任用している会計

年度任用職員につい

ては、常勤職員を補

佐する職という性質

であることを踏まえ

たうえで、適切な活

用と管理を行います。

人材マネジメント
の推進

中野区人材育成総合

プランに基づく職員

の人材育成やキャリ

ア形成支援を強化し

ます。職員一人ひと

りが成長を実感し、

仕事のやりがいを高

め、エンゲージメン

ト向上を通じた組織

力の向上を図ります。

健康経営の推進

職員一人ひとりが心

身の健康を保ち、日

頃から健康を意識で

きるよう健康経営の

取組を推進します。

心理的安全性の確保

など、意欲的に働き

続けたい職場、誰も

が活躍できる職場づ

くりを推進します。

人材マネジメント

組織理念の実現に向けて、組織目標を達成するために、職員の能力を最大限に引き出し、発揮させ、職員の成長が組織力の向上につながるよう、人材の確保、育成、

評価、配置、処遇等を戦略的に実施すること。[総務省]

健康経営Ⓡ ※「健康経営Ⓡ」は、ＮＰＯ法人健康経営研究会の登録商標です。

従業員の健康保持・増進の取組が、将来的に収益性等を高める投資であるとの考えの下、健康管理を経営的視点から考え、戦略的に実践すること。[経済産業省]
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